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ドイツにおける「Industrial 4.0」をきっかけに、日本においても金融など他業種に比べデジタル化への取
り組みがやや遅れていた製造業でもIoTブームが巻き起こり、経営者のITへの投資意識が少しづつ積極的
な方向に変わっているのが感じられる。事実、一般社団法人日本情報システム・ユーザー協会（JUAS）
の「企業IT動向調査報告書 2020 ユーザー企業のIT投資・活用の最新動向 （2019年度調査）」によると
、IT予算増加の要因は「基幹システムの刷新」の影響が大きく、また、20年度予測では「基幹システム
の刷新」と回答した企業の約半数が「デジタル化」も増加理由であると回答している。「デジタルトラン
スフォーメーション：DX」を掲げる企業も増えてきた。

本稿では、企業のデジタル変革を念頭に、自社システム構造を再考するための考え方と課題の提起、後半
では、システム構造を考え抜いて基幹システムとその周りのシステムをローコード開発基盤を活用し刷新
した企業の事例を紹介する。
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従業員の生産性

データに基づく
業績の管理

顧客体験

モバイル活用能力

業務プロセスの
自動化

収益源

製品の
イノベーション

サプライチェーン
の最適化
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データが利用可能であることと可視性によって、事業の業績をよりよく管理できる能力

モバイルデバイス、データへのアクセス、AI で支援された業務プロセスなどのツールを通じ
て、従業員の生産性向上を実現すること

顧客体験に対する期待に応えること
データの収集と分析によって顧客ニーズを理解すること

どこでも、いつでも資産にアクセスできる、安全で最適化された手段を提供すること

ビジネスや業務プロセスをデジタル化によって変えること

新たなデジタル事業や収益源を開発すること

デジタル製品の強化、新たなデジタル製品やサービスを通じて、大きな成長を達成すること

世界的なデータと情報の流れをデジタル化し、商品、サービス、資金、人間の動きや活動を
実現すること

「デジタルトランスフォーメーション（DX）」「デジタ
ル変革」「デジタライゼーション」これらの言葉を掲げ
る企業が増えている。「DX」は新たなデジタル技術の
活用による新たなビジネス・モデルの創出であり
（2018年経済産業省のDXレポートによる）、「デジタ
ル変革」「デジタライゼーション」はその前段階で、業
務プロセス全体をデジタル化していく取り組みと言わ
れている。
「デジタル変革」について、アメリカのIDG調査によ
ると、８つの視点があるとのことである。（図１）

1．デジタル変革のための企業システムの構造

1-1．「デジタル変革」はデータ利活用がカギ

共通しているのは、いかに「データ利活用」するか、
ということである。

では「デジタル変革」の要件である「データ利活用」
できる企業システムの構造とはどのようなものか。自社
のシステムはどうあるべきか。

あちこちでご覧になられていると思うが、ガートナー
が発表しているペース・レイヤーモデルが、分かりやす
く整理しやすい。

ビジネスエンジニアリング株式会社　
ソリューション事業本部　エンタプライズソリューション本部　本部長　佐野 隆之

● 図 1　「デジタル変革」８つの視点

（ IDG 2018 Digital Business Survey、ZDNet Japan記事より）
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データ
連携

革新システム
新しいアイデア

差別化システム
異なるアイデア

記録システム

短期
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イノベーション

顧客エンゲージメント・
クリティカル

ミッション・クリティカル

スマホアプリ、
コグニティブサービス

R＆D、製品開発
カスタマーサービス
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MDM
BI
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BPM

ライフサイクル 領域 主なアプリケーション

SoI
（System of Insiht）

洞察

SoR
（System of Record）
価値提供プロセスの実行

SoE
（System of Engagement）

コラボレーション

クラウド モバイル IoT Big Data AI・機械学習

デジタルビジネス基盤

業務プロセス開始の
トリガー

ビジネス情報提供

基礎データ提供 基礎データ提供リコメンド
改善アイデア

洞察結果通知
改善アイデア

SoR（Sys tem of  Record）とSoE（Sys tem of  
Engagement）という概念、加えてSoI（System of 
Insight）という先端AI・機械学習などの活用により今
まで知りえなかった新しいインサイト、気付きを得るた
めの仕掛けも入っている。（図2）（図3）

SoR、SoE、SoIが相互に連携し、クラウド、モバイル、
IoT、AIなどの先端技術を活用し、新たなビジネス付加
価値を創出するというモデルである。

図2は、SoEをさらに、差別化システムと革新システ
ムの2段階に分けて記載している。
各ライフサイクルの長さは、記録システムは長期、差

別化システムは中期、革新システムは短期である。ちな
みに革新システムは1~3カ月程度の長さである。基幹
システムについては以前は10年であったが、近年その
サイクルは短くなる傾向にある。

● 図２　ガートナーレポート　　ペース・レイヤーモデル
　革新システムと記録システムの融合

● 図 3　データ利活用を前提としたアーキテクチャ、機能が求められる
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SoRに分類されるERPは、次世代ではSoI/SoEでの
データ利活用を前提とした「シンプル化」や「疎結合」
が意識され開発されている。SAP S/4HANAはその代
表例である。

また、新しいアイデアをすぐに具現化する革新システ
ムの層には、ある機能に特化したSaaSアプリケーショ
ンが適用されるケースが多い。ここは、適用範囲も狭
く、業務部門主体で導入・活用が進むケースが多い。
問題は、真ん中のシステムの層である。ここは、自社

独自の業務プロセス（＝差別化プロセス）で且つ部門
横断の業務プロセスを担うケースが多く、パッケージ
が適用しにくい領域である。自社で要件を決め、実現
するしかない。ところが、環境変化が激しい時代にあ
り、しかもどの企業経営者も早くDXを実現したいと願
っている昨今、この層だけのシステム開発が遅れること
は許されない状況にある。
外部の専門SIerに依頼し、やり取りや場合によって

は要員確保に時間を要するのではなく、できれば、企
業内のIT部門のメンバー自らが容易に理解でき、要件
が確定すれば効率よく高速で実装できる技術・プラッ
トフォームの採用が望ましい。
このような要望に応えられるのが、「ローコード開発

基盤」といわれるものである。その名の通り、情報シス
テム部門に所属しており、基本的なシステム用語がわ
かるのであれば取り扱いは可能な製品群である。
代表的な製品としては、キヤノンITソリューションズ

の「Web Performer」が挙げられる。

1-2．「デジタル変革」のためのシステム構造実現における課題

専用の画面で、業務フローや画面遷移も含む各種設
定や画面レイアウト等を行えば、コードが自動生成さ
れ、Webアプリケーションが作成できる。コーディング
自動化と品質の均一化により、開発期間が短縮するメ
リットは大きい。

3層、それぞれの在り方については今まで述べてき
た。それとは別に、「データ利活用」では、SoR、SoE、
SoIの相互連携のためのマスタデータ整備や連携基盤
の検討も必要となるが、それはまた別の機会に解説し
たい。

「デジタル変革」を支えるシステム構造を早く作り上
げ、相互にデータ連携し、クラウド、モバイル、IoT、AI
などの先端技術を活用し、新たなビジネス付加価値を
創出する「DX」のため、本稿を参考にしていただけれ
ば幸いである。

次章以降は、基幹システムの刷新に着手し、中間層
である業務プロセスのデジタル化も高速開発した事例
を紹介する。少し前の事例になるが、具体的な業務も
明らかにされているため、「ローコード開発基盤」の活
用対象やその有用性を理解していただけるものと思う。
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　ビジネスの変化に追随するために、ERPの周辺のシステム開発には高速化が必要である。高速化のためには、一つ
はツールが使いやすいこと、もう一つはデリバリーのリードタイムの短縮が必要である。
これらの要件を満たすシステムの一つとして、弊社は「Web Performer」を2005年から開発、販売している。本製品は、
ローコードでWebアプリケーションを自動生成するマルチブラウザ対応の超高速開発／ローコード開発プラットフォ
ームである。2020年秋現在、導入顧客数は1000 社を大きく上回っている。

本稿では、属人化しがちで極力回避したいパッケージのアドオン開発や、基幹システムと連携する周辺システムをWeb 
Performerによる開発で対応しつつ、疎結合により変化に強い経営基盤強化を実現したプラント建設業様（以下、A社）
の開発事例を紹介する。

2．プラント建設業様：SAPと連携した基幹系統合システムの構築事例

キヤノンITソリューションズ株式会社　
SIサービス事業統括推進本部　ソリューション推進部　岡田  知
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１．疎結合によるシステム構築

２．SAP 本体のアドオン開発回避

３．UI 重視だから設計中に画面操作確認

システム間を疎結合で連携する開発が可能

SAP の機能をカバーしつつも利用しやすいUI 画面作成が可能

アジャイル型開発で設計中にUI の調整と確認のサイクルを実現可能
開発端末ライセンス、ランタイムプログラム不要

そのほかWeb Performer 採用理由
・開発を標準化することにより、開発成果物の品質を
均一化できる
・拡張機能によりビジネスプロセスとの親和性を発揮

Web performer なら

Web performer なら

Web performer なら

●A社様　Web Performer採用ポイント

A社は、経理・総務・購買・販売といった基幹シス
テムに国産のERPパッケージ製品を利用していた。
プラント建設会社であるため、資材管理や人材管理

などの固有の業務プロセスは、会計データと同様に重
要なデータを取り扱う。しかし、基幹システムとそれら
の管理システムとはデータ連携はされておらず、基幹シ
ステム内のデータを手作業で抽出し、周辺システムへデ
ータの受け渡しを行っていた。したがって、経営判断に
必要なデータを取りまとめるのに手間と時間がかかっ
ていた。また、利用していたERPパッケージはクライア
ント・サーバー型のシステムであり、柔軟な画面変更
を行うことは得意ではなく、一部のユーザしか利用で
きない、ある種属人的なシステムである点も問題視され
ていた。
そこで、A社は、サーバーの期限切れをきっかけに、

基幹システムの刷新を決断したのである。

目標は、基幹システムと周辺システムの自動連携を
実現し、経営に重要なデータを素早く提示できること
である。また、新システムの全体アーキテクチャーの方
針は、環境変化へ柔軟に対応できることを目指し、シス
テム同士は疎結合で連携することを必須とした。

2-1．Web Performer 導入の背景ー新アーキテクチャーは疎結合が基本路線

新基幹システムには、SAP ERPの採用を決定。しか
し、課題が2つあった。

一つは、当時のSAP ERPは、パッケージ独特のユー
ザインターフェース（以下UI）であったため、操作に習
熟が必要であり、旧基幹システムと同様、システムの属
人化を避けられないということである。一般のユーザ
が容易に業務を遂行するためには、利便性の高い画面
を提供する必要がある。その実現には、多くのアドオン
開発が必要となり、それは即ち、開発のための期間や
多額の費用だけでなく、SAPバージョンアップの都度、
アドオン開発部分の検証を要することにもなる。
もう一つの課題は、システム連携にも関係するが、

SAPのワークフローでは社内の承認経路の実現が困難
であることだった。

課題解決のために、A社は、SAP ERPは基幹システ
ムのエンジンとして伝票管理に徹し、接続する一般ユー
ザの画面はWebアプリケーションで開発し利用しやす
いものとすること、また、ワークフローについてはSAP
連携を業務プロセスとして管理するBPM基盤の導入を
決定。ユーザ利用画面の実現手段として We b  
Performerを採用した。
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●新基幹系統合システム　概要図

経営への重要なデータを素早く提供することを目
標に行った基幹システムの刷新後の概要は、下図のよ
うである。

ユーザの利便性を上げた画面の提供により、入力
のスピードと正確性を向上させ、ワークフロー、基幹
システムのデータ連携が自動化し、それが最終的に経
営分析ツールへのデータ提供へとつながっている。ま
た、これらは、連携基盤を用いて疎結合で連携してい
る。

もちろん、プラント建設会社特有の契約、販売、技
術や資材購買の業務プロセスもWeb Performerで開
発した画面によりユーザに提供され入力されたデータ
はBPMによりSAP ERPと周辺システムに連携してい
る。
基幹システム導入とともにすべての画面を用意で

き、BPMとも連携できたのは、Web Performerを採
用したからである、とお客様から高評価をいただいて
いる。

2-2．刷新後のシステム概要
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ユーザ

2-3．Web Performerの導入効果

①画面イメージ確認を先行したプロトタイプ開発を
　実現

Web Performerが得意とする高速の画面作成機能
を活かし、要求仕様を元に画面遷移ができる画面イメ
ージ作成を行いながら、上位設計を行った。

その効果として、画面イメージを元に、ユーザへ要求
仕様を確認し易くなっただけでなく、ユーザが新システ
ムの利用イメージを持つことができた。
画面操作に対する課題を、開発開始前の段階で検出

できたことは手戻り発生の抑止につながり、工数削減
に大きく貢献した。

②高速・高品質なシステム開発を実現

プログラム自動生成の強みとして「Web Performar
の標準機能に対する動作」が保証される点が大きいが、
それに加え定義内容の標準化（アプリケーション規約、
画面規約、ネーミング規約等）及び部品化（共通関数、
エラー処理、自動採番、エラーハンドリング等）を行う
ことで、開発効率・品質を更に向上させることができ、
一貫性のあるシステム構築が可能になるだけでなく、
要求仕様の変更や拡大に対して
柔軟に対応できることが大きな
利点として挙げられる。

これらの利点により高速・
高品質なシステム開発を実現
することができたと言える。

標準化 部品化
⾃動⽣成

共通関数、エラー処理、⾃動採番、
エラーハンドリング 等

アプリケーション規約、画⾯規約、
ネーミング規約 等
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●＜標準化の例＞
　画面ID、画面項目ID、監査ログ出力内容、エラーログ出力内容

③保全性のあるシステム構築を実現

Web Performerの定義を事前に標準化・部品化し
て利用することで、障害発生時にも早急な復旧が望め
るようになった。
Web Performerのコード検索機能により、影響調

査を素早く実施できるようになり、結果として障害発
生時、開発者ではなくとも、共通化したルールさえ認
識できていれば調査・分析が可能となり、障害発生
時に復旧時間（RTO）を短縮することにつながり、シ
ステムの運用保守業務の効率化を実現できている。
基幹システムのような障害発生時の重度が高いシステ
ムには特に効果を発揮するといえる。
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プラント建設業様
SAPと連携した基幹系統合システムの構築

2-4．まとめ

SAPおよび記載のSAP製品名は、SAP SEの商標または登録商標です。
その他記載の社名および製品名は各社の商標または商標登録です。

ビジネスエンジニアリングとキヤノンITソリューションズは、ビジネス知見、コンサルティング力、
エンジニアリング力、テクノロジー力をもって、お客様の成果実現をご支援するパートナーとして貢献
いたします。

この事例は多くの効率化のための工夫がされてい
る。
例としてBPMを活用したシステム構築によりシステ

ム間連携を効率よく行ったこと、システム間が疎結合
であることと、本来アドオン開発の場合に課題となり
がちなポイントを回避しつつ、効率を高めることに成
功しており、そこにローコード開発の技術を余すことな
く活用した点が挙げられる。また実装だけでなく設計
中にUIやプロトタイプ開発できる利点を活かし、最も
開発工程において生産性が高い上流工程を効率化で
きたこともシステムの品質向上に大きく貢献したといえ
る。

Web Performerが製品としてのリリースから15年が
経とうとしているが、着実なバージョンアップによりこ
うした成果を挙げられる製品に成長し、事例として発
表できるのはうれしい限りである。今後もUIやモバイ
ルの強化など多くのニーズに応え、進化するローコード
開発プラットフォーム「Web Performer」の活用を提
唱させていただきたい。

●Web Performer 製品ページ
https://www.canon-its.co.jp/products/web_performer/


